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1 はじめに

三浦功（九州大学大学院経済学研究院）

2013年7月

本稿の目的は、国民医療費増加の一因である過剰受診、とりわけ、患者の重複検査の問題に関して

理論的に考察することである。近年、日本の国民医療費は高齢化（特に後期高齢者の増加）や医療の

高度化等により GDP比率でみても増加の一途を辿っており、国家財政が危機に瀕している中、効率

的な医療サービスの供給方法について議論を深めていくことが喫緊の課題となっている。医療サービ

スの効率性を論じる際、一般的なサービスと同様、その実体上、サービスの量的側面、質的側面およ

び供給コストに分解して捉えることができる。以下では、日本の現状に照らして、この三つの側面

から、医療サービスの効率性に関して説明する。まず、量的側面に関しては、重複受診、重複検査、

過剰な薬剤投与などいわゆる「供給者誘発需要仮説」による非効率性の問題が議論されてきた1。と

りわけ前二者に関しては、医療機関同士の連携不足や国民皆保険制度に起因することも少なくない

ように思われる。また、医師数や看護師数などの医療スタッフ数や病院数などの観点からみると、日

本では人口当たりの医療スタップ数が過少でーあり、特に医師数に関しては、地域間や診療科目聞で偏

在している。また、病院の立地に関しでも都市部で過剰、地方では過少な状態にあり、都市と地方聞

で著しい不均ーがみられる。

次に、質的側面に関してであるが、医療サービスの提供により患者の症状回復や改善が目的通り実

現されているかという医療専門技術の面とその過程で提供される付帯的サービスが患者自身もしくは

その家族や代理人のニーズをどの程度満たすのかによって判断される。前者に関しては、日本の医療

水準が国際的にみて非常に高いことは周知の事実である。また後者に関しては、医療スタッフ数や医

療設備など医療サービスの量的側面が質的側面に当然影響を及ぼすが、都市部において医療機関同士

の競争激化により、患者獲得のための過剰な付加的サービスが行われている可能性も否定できない20

医療サービスの第3の側面である供給コストに関しては、病院や診療所の建設費用や人件費など

の固定費用のウエートが非常に高いことがまず特徴としてあげられる。また医薬品や医療機材の調

達費用、さらには医療機器の洗浄や病院内清掃業務、入院患者向けの食事やリネンサービスの提供な

ど多岐に及ぶため、医療機関にとってはコスト管理が非常に重要となる。しかしながら、日本では多

くの自治体病院等でみられるようにコスト意識を欠いた非効率な経営が問題視されている。

＊本稿は筆者が研究代表を務めた 2012年度九州大学大学院経済学研究院特別研究費による研究プロジェクト「地方都市に

おける医療機関の競争と連携に関する経済分析」の成果の一部をまとめたものである。
1日本でのこの分野の初期の実証研究として西村（1987）があり、単位人口当たり医師数の増加が1件当たりの医療費を増

加させていることを明らかにしている
2実際、他の先進国に比べ、日本では MRIの導入数が著しく多いことはその一例である。
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こうした医療サービスの効率性に直接的に影響を及ぼす要因として、第一に指摘できるのが医療

機関にとって収益を意味する診療報酬であろう。それゆえ、医療サービスの効率性に関する経済学の

観点からの研究は、診療報酬制度と何らかの関連性を有しているものが多く、既に理論、実証とも多

岐に及ぶ。とりわけ、理論面に関する研究では、医療機関と患者サイドとの聞に患者の病状や医療機

関が提供する医療サービスの質に関して情報の非対称性が存在するケースを取り上げ、情報経済学や

ゲーム理論を応用しながら、研究が進められてきた。医療機関の過剰診療、過小診療あるいは診療拒

否（ダンピング）などのモラルハザード問題や医療保険機関が加入者の事前の健康状態を十分把握

できないことから生じる逆選択問題を分析の遡上にあげてきた。前者のモラルハザード問題に関す

る重要な研究成果として、 Ma(1994）、 Ellis(1998）、三浦・神田橋（2007）などをあげることができ

る。 Ma(1994）では出来高払い制と包括払い制を併用することにより、ダンピングが防止可能となる

ことを明らかにしており、 Ellis( 1998）では同質な医療機関同士の競争がモラルハザード問題にどの

ような影響を及ぼすかを論じている。また三浦・神田橋（2007）では、公共部門が診療報酬を補填す

る際、徴収費用が発生する場合の出来高払い制と包括払い制の比較が試みられている。後者の医療保

険機関の逆選択問題に関しては、医療保険機関によるリスクの低い患者の選り好みを防止するため、

異なるリスク集団ごとに診療報酬にウエート付けを行う「リスク調整」の観点から分析が行われてお

り、 Glazerand McGuire (2000）、 Jack(2006）、三浦・前田（2011）などの研究がある。

第二の要因として、医療機関が直面する市場構造をあげることができる。ある地域に医療機関が一

つしかなければ、その医療機関は医療サービスの効率性を追求するインセンティブは弱められること

になる。これに対し、フリーアクセス制度下で、複数の医療機関が立地していれば、状況は異なる。

かかる状況を経済学の観点から理論的に検討した研究は数多くあるが、その中で二医療機関が医療

サービスを提供する複占市場をホテリングモデルを用いて定式化し、各医療機関は医療サービスの質

に関して競争することを前提とした研究として、 Ellis(1998）、 Levaggi(2005）、 Montefiori(2005）、

Sanjo (2009）、前回（2012）などがある。 Levaggi( 2005）、 Montefiori(2005）は民間の医療機関同士

が競争する私的複占市場を取り上げており、 Levaggi(2005）では、均衡においては医療サービスの

質が完全情報のケースよりも低下することを、また Monte五ori(2005）では医療サービスの不確実性

が大きい医療機関ほど、高い医療サービスが提供されることを、それぞれ明らかにしている。他方、

Sanjo (2009）では、公的医療機関と民間の医療機関からなる混合複占市場を分析し、患者の医療サー

ビスの質に対する評価が高いときには、公的医療機関の方が医療サービスの質を高めることを示し

ている。前回（2012）は完全情報のケースでの私的複占市場と混合複占市場においてナッシュ均衡と

シュタッケルベルク均衡それぞれの社会厚生を比較し、混合複占市場のシュタッケルベルク均衡が最

も社会的厚生が高くなることを示している。

これらの複占市場に関する一連の研究においては、 Ellis(1998）を除き、診療報酬として、（与件と

して与えられた）包括支払い制度を前提としている。これに対し、三浦・前田（2013）では、診療報

酬として包括支払い制度のケースと出来高支払い制度のケースを取り上げ、患者の効用関数に非線

形の部分を導入することにより、各ケースでのファーストベストな医療サービスの質を導出し、医療

機関の所有形態により分類された三つのタイプの複占市場（私的複占、公的複占、混合複占）にお

ける均衡と比較を試みている。その結果、包括支払い制のケースでは、医療機関の経営形態により、

ファーストベストな医療サービスの実現の仕方に差異がみられるのに対し、出来高払い制の下では医

療機関の経営形態ならびにライバルの医療機関の戦略に関係なく、ファーストベストな医療サービス
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が常に実現されることを明らかにしている。

本稿では、これまで理論的な研究がほとんど行われてこなかった患者に対する複数病院聞での重

複検査の問題を第二の要因である市場構造の影響に着目しながら、検討する3。具体的には、ある病

院での検査結果に関する情報を他の病院が共有できる場合を病院間での連携ととらえ、そこでの医

療サービスの質に関する競争とそのような情報共有が困難であるケース（連携しないケース）での競

争を比較分析する。主要な結論は、われわれの直観に反し、連携しないケースの方が医療サービスの

質の向上を通じて社会的厚生が高まり、効率的な医療サービスが提供される可能性があるというもの

である。ただし、国家財政が危機に瀕している中、公的負担のさらなる増加を伴うような状況を容認

できるかについては慎重に検討する必要がある。

本稿の構成は以下の通りである。まず、次節では、病院聞の連携モデルがホテリングモデ、ルを用

いて構築し、各病院が提供する医療サービスをナッシュ均衡として導出し、その性質を検討する。 3

節では、病院聞の連携が行われず、患者の重複受診が発生するケースを考察する。 4節では連携する

ケースと連携しないケースの諸結果について厚生比較を試みる。最後の5節では、本稿のまとめと今

後の課題について言及する。

2 モデル：連携するケース

閉区間［Oヲ1］で表される線形都市の両端点に大規模病院と小規模病院が立地しており、地点0には

小規模病院（病院O）が、地点1には大規模病院（病院1）が操業している。当初、重篤な病気の疑

義がある患者がすべて、大規模病院で検査を受け、その結果、実際、重篤であった場合には大規模病

院でそのまま治療するが、重篤ではなかった場合には、その後の通院先を当該患者が白由に選択でき

るものとする。本稿での医療機関の連携とは、軽症が判明した患者が小規模病院で治療を受ける場

合、大規模病院での検査結果を小規模病院が無料で利用できる、すなわち、検査結果に関わる医療情

報の共有か病院間で実現されている状況を意味する。分析の都合上、事後的に軽症であると判明した

患者が閉区間［O,1］に密度1で分布していると仮定する4。

病院iが提供する医療サービスの質（以後、単に「医療サービス」と略称する） 5を仇（三 0）とし、

そのときの限界費用は CQi (c正の定数）で表されるものとする。以下では各病院が互いに提供しあ

う医療サービスに関しては完全情報であり、患者も各病院が提供する医療サービスに対して、完全情

報であるとする。

病院0からからある患者が位置する距離をνとする。包括支払い制の下での患者一人当たりの診

療報酬を M とする。公的保険による医療費（病院にとっては診療報酬を意味する）の自己負担割合

をpξ （0,1）とする。この場合、患者はpMを負担する。患者が医療サービスを受けるために移動

する距離1単位あたりの費用はt>Oで一定であるとする。したがって、地点uε ［Oぅ1］に位置する

患者にとって病院0への移動費用は句、病院1への移動費用はt(l-y）となる。このとき、地点υ

に位置する患者の効用を以下のように表す。

3日本の重複受診に関する実証研究は近藤（2002）などで行われている。
4このような状況は、大数の法則より人口の多い都市ほど当てはまりやすくなると考えられる。
5本稿では、医療サービスの質を医療サービスの量的側面および医療専門技術の面を所与として、医療スタッフによって提

供される付帯的サービスを意味するものと考える。

3 



u~ ＝αqo -pM -ty （病院0を受診したときの効用）

u~ ＝αq1-pM-t(l-y) （病院1を受診したときの効用）

(1) 

(2) 

ここで、 α＞0は医療サービス qiに対する評価パラメータである。各患者はより大きな効用を与え

る病院を選択するので、（1）と（2）が等しくなる地点を zとおくと、
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(3) 

と求められ、地点zの左側に位置する患者は病院0、右側に位置する患者は病院1をそれぞれ選択す

ることになる。よって、（3）式は病院0の需要Do=x、病院1の需要D1=1-xとなる。

病院tが医療サービスを提供したときに得られる収入は九 ＝MDi、医療サービスを提供したと

きの費用は仁左＝ cqiDiなので、病院tの利潤は町＝ R; Gとなる。ここで、次の仮定を置く。

5ct 
（仮定 1）α＞c, （仮定2)M > 

（α－ pc) 
仮定1は1単位の医療サービス供給に伴う社会的便益が正となることを意味し、仮定2の右辺の分

母が正となることを保証する。後で確認できるように、仮定2によりナッシュ均衡下の医療サービス

および消費者余剰が共に正となる。各病院の利潤は以下のようになる。

(1α（qo -q1) ＼店陪 手I畑
町＝ ( M -cqo )! 2 ＋寸「） 航 Oの利潤 (4) 

／ α(q1 -qo) ¥ 
町＝ (M -cq1) （一＋一一一一一） （病院1の利潤） (5) 

¥ 2 2t J 

各病院は、ライバル病院の医療サービスを所与として、白病院の利潤を最大にするよう医療サービ

スを選択すると仮定し、以下ではナッシュ均衡を求める。まず、各病院の反応関数は次のように表さ

れる。

qo = ~ (q1 ＋ぞ－ ~） （病院0の反応関数） (6) 

q1 = ~ (qo ＋ぞ－；） （病院1の反応関数） (7) 

(6), (7）式より、医療サービスに関して戦略的補完関係が成り立つことがわかる。ナツシュ均衡は

M t 
qo = q1 ＝一
cα  

(8) 

と求められ、 X ＝~ となり、各病院は患者を折半する。また（8）式から包括診療報酬や患者の医療

サービスに対する評価パラメータが大きいほど医療サービスの質は高まり、逆に医療サービスの限界

費用や患者の移動費用が大きいほど低下する。この場合、ナッシュ均衡下の各病院の利潤は

ct 
π。＝ 7r1 ＝二一一

:L,α 
、‘’，，凸3
〆
t
h

、、

となり、各病院の利潤は医療サービスの限界費用や患者の移動費用が大きいほど増加し、患者の医療

サービスに対する評価パラメータが大きいほど減少する。
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次に、ナッシュ均衡下の消費者余剰と社会的厚生を求める。まず、消費者余剰は以下のようになる。

小 j；ぃqo pM 州十j：いQ1 pM 市州
(6), (7）を（10）に代入することにより、

(10) 
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i
 

1
i
 

〆
t
t

、

となる。ここで、社会的厚生W を消費者余剰と各病院の利潤の総和から診療報酬M に対する公的

負担sMを控除したものと定義する。なお、 sは次の条件を満たすものと仮定する。

（仮定3)s > 1 -p 

仮定3は診療報酬M のファイナンスに関して、社会的に歪みが発生することを意味する。（9),(11) 

から
tαM 5t 

W ＝石＋τ－－ 4-(p+s)M
と表される。仮定1,2より次の補題を得る。

(12) 

。w θw θw
補題1一一＞ 0、一一＜ 0、一一＜ 0
8α 亨 ac ’at

この補題の三つの結果はいずれも直観的には理解しやすいが、 (12）より診療報酬M のファイナン

スに関して歪みが発生するにもかかわらず、~ > p+sであればM が増えるにつれ、社会的厚生が

増加する点には留意しておく必要がある。

3 連携しないケース

本節では、大規模病院（病院1）での検査結果が、小規模病院（病院0）に情報開示されない状況

を考察する。その際、患者が病院0を受診する場合には、病院0で再度、検査が行われ、その場合の

診療報酬はT、患者の自己負担はpT、病院の検査費用はf(< T）で与えられるとする。まず、患者

の効用に関しては以下のようになる。病院0から受ける患者νの効用は

u~ ＝αqo pT pM ty (13) 

病院1から受ける患者νの効用は

吋＝αq1-pM -t(l －ν） (14) 

(13), (14）式より病院0の需要Doは

。 ＝ X ＝~＋ α（qo q1) pT 
2 2t 

(15) 
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と表され6、病院1の需要D1はl-xとなる。この場合、各病院の利潤は以下のように表される。

(l α（qo -qi) -pT＼ 住 I陪 4
πo = ( M + T -cqo -f) ( 2 + 2t ) （病院0の利潤） (16) 

／ α（q1 -qo) + pT¥ 
町＝ (M -cq1) I一＋ ） （病院1の利潤）

¥ 2 2t J 

詑＝ 0，告＝ 0より、以下の反応関数が得られる。

(17) 

（病院0の反応関数） (18) 

1 ( /¥!1 p'l ' + t¥ 
ql ＝汀＠＋土ーと ） （病院1の反応関数）

L, ¥ c α ／ 

これら三式から、ナッシュ均衡は

(19) 
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一一

C

T
一a
－

q
a
一＋
 

t
一
α

J
P
一円相
＋
 

M
一
c

一一αA 
(20) 

M pT t . T f 
qi＝一一十
c 3αα3c  

となり、（20),(21）より以下の補題が得られる。

(21) 

補題2小規模病院の方が大規模病院よりも医療サービスの質が常に高まる。

ここで、（15）式から

α（qo qi) pT > 0 (22) 

であれば、 Do>D1となり、病院0の方が患者が多くなる。すなわち、線形都市の中点 1/2に位

置する患者にとって小規模病院を受診することにより質の高い医療サービスから得られる便益の増

加分が再受診の負担額を上回る場合、この患者は病院0を選択することになる。この不等式条件は

(20), (21）を用いると

（α pc)T ＞αf (23) 

のように整理でき、 pcが十分小さければT>fより、常に満たされる。ここで、（22）式左辺のqo,qi 

に対し、（20),(21）をそれぞれ代入した式の値を Vと置く。

補題3v > 0のとき小規模病院の方が、 v< 0のとき大規模病院の方が患者数が多い。ただし、
V=Oのとき患者数は等しい。

ナッシュ均衡下の各病院の利潤は

(tc pcT T－ハ（l α（T-f) pT¥ 
=I~ －~＋~ ll 2 ＋~－ 6t) （病院0の利潤） (24) 

( tc pcT T -f ¥ ( 1α（T-f) pT¥ 
π1 =I~ ＋瓦－ ~ll~ －6元 ＋副 （病院1の利潤） (25) 

6複占市場を維持するために、右辺第二項分子に関して、 －t＜臼（qo-qi) -pT < tを課す。
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と計算される。

補題4v > 0のとき小規模病院の方が、 v<0のとき大規模病院の方が利潤が多い。ただし、 V=O
のとき利潤は等しい。

v > 0 (< 0）のとき、補題3より、小規模（大規模）病院の方が大規模（小規模）病院よりも患者数
が多くなるが、加えて患者一人当たりのマージンも小規模（大規模）病院の方が多くなる。つまり、

この場合、患者数とマージンの相乗効果が働く。

4 比較厚生分析

本節では、 2節と 3節で導出された諸結果を比較する。まず、 V=Oのときを考える。この場合、

補題3より連携しないケースにおいても各病院の患者数はiとなり連携するケースと同様になる。ま
た、連携しない方が小規模病院が提供する医療サービスは高まるものの、このサービスを受ける患者

の効用は連携するケースと同一になる。大規模病院に関しては、両ケースで医療サービスは等しし

このサービスを受ける患者の効用も等しくなる。さらに、連携しないケースでの各病院の利潤も連携

するケースと等しい。しかしながら、連携しないケースでは、小規模病院での再検査に関わる公的負

担（sT)/2が生じる分、社会的厚生は、連携するケースに比べ小さい。

次に、 v~o のケースを取り上げる。まず、医療サービスに関しては、次の命題が成り立つ。

命題1小規模病院の医療サービスの質は連携しない方が常に高い。また大規模病院の医療サービス

の質は V>Oならば連携しない方が？またv<0ならば連携する方が、それぞれ高い。

次に、生産者余剰を比較する。まず、連携しないケースの生産者余剰PSは（24）ヲ（25）式より以下

のようになる。
tc c （α（T !) ¥ 2 

( pT I (26) 
α3αt ¥ c J 

(9）式より、連携するケースの生産者余剰はすとなり、この値を（26）と比較すると（26）の右辺第二

項が0のケースを除き、連携しない方が生産者余剰が大きくなる。

命題2V=Oのケースを除き、連携しないケースの方が生産者余剰が大きくなる。

命題2が成り立つ理由を考える。連携するケースと比較して、 V>Oのときには患者一人当たり

の小規模病院の利潤増加は大規模病院の利潤減少と等しく、 v<0のときには患者一人当たりの小規
模病院の利潤減少は大規模病院の利潤増加と等しいが、患者一人当たりの利潤が増加する病院が過

半数より多い患者を確保するため、生産者余剰は連携しないケースの方が大きくなる。また、命題2

より、病院間での自発的連携の可能性はもはや期待できなくなる。

次に、ナッシュ均衡下における消費者余剰に関して比較する。連携しないケースでの消費者余剰は
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次のように表される。

cs二1x（αqo一pM一pt一旬）dy+ 11 （αqi 
なお、 zは（15）式で与えられている。（27）式を整理すると

v v2 t 
CS= ＋ァ＋αqi pM (28) 

生t 4 

となる。（28）から（11）を引いた値をムcsとすると、簡単な計算より

ムcs=v （~ +ft) (29) 

となり、注6より、 －t< v < tであることを考慮すると次の命題が得られる。

命題3v > 0ならば連携しないケースの方が連携するケースよりも消費者余剰が大きくなる。また

v <0ならば逆の結果が得られる。

この命題の意味するところは、連携するケースと比較して連携しないケースでは小規模病院の受

診者1人が得る効用の増加分は大規模病院の受診者1人が被る効用の減少分と相殺されるが、 V>O

のときには小規模病院の受診者数は過半数を上回るため、消費者余剰は連携しないケースの方が大

きくなり、 v< 0のときには小規模病院の受診者数は過半数を下回り、消費者余剰は連携しないケー
スの方が小さくなる、というものである。最後に社会的厚生について考える。まず、連携しないケー

スでの社会的厚生W は

W=C  SキPS sM sTx (30) 

と表されるので、（15),(26), (28）式より

w = （~＋~＋ αqi pM ~） + （トザ） sM sT （~ 十五） (31) 

と書ける。ここで、再受診料Tが社会的厚生に及ぼす影響について考察する。（31）をTで偏微分す

ると

~＝→（~ + ~ + ~ （~ -p)) + （~ -p) （~ ( 1 ＋守）＋；） (32) 

となり、 sに関して線形でsの係数は負となるにまた、容易にわかるように、（32）式右辺の第二項

は、 V< 才色のときには負、それ以外では正の値となる。以上のことから、次の命題が成り立

つ。

命題4

(1) v < 品zのとき常に警＜ 0
(2) v > 示誌のとき、 s＜どであれば警＞ 0であり、 s＞グであれば警＜ 0
♂は警＝ 0を満たすsを意味する。）

7注6の仮定より成り立つ。
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連携しないケースと連携するケースの社会的厚生の差をムW と置くと、（12),(31）式から

ムW=v（（~＋ よ） v+ ~）二五3cV ＋サ（~＋ ft) (33) 

と書ける。（33）式はsに関して線形でsの係数は負となるので、右辺の第一項は、 £缶＜ V<O 

のときには負、それ以外では正の値となる。以上のことから、次の命題が成り立つ。

命題5

(1) 岩石 ＜V< 0のとき常にムW<O
(2) v < I託またはv> 0のとき、 s＜♂＊であればムw> 0であり、 s> s粋であれば
ムW<O （ただし、グ＊はムW=Oを満たすsを意味する。）

命題4(1）ヲ 5(1）に関する解釈は次の通りである。 v<0のときの命題1の結果を踏まえるならば、

大規模病院の医療サービスの質は連携しない方が低くなる。小規模病院は再検査から得られる診療

報酬と再検査に伴う費用の差がそれほど大きくなしそのため、医療サービスの質を連携するケース

に比べ、大幅に引き上げようとするインセンティブを有しないことになる。このような小規模病院の

状況を大規模病院が推測することにより、大規模病院は連携するケースに比べ、医療サービスの質を

下げても、過半数の患者を獲得できる状況が生じているのである。この結果、命題2より連携しない

ケースでは消費者余剰が小さくなり、社会的厚生を低下させると考えられる。

また命題4(2),5(2）に共通する合意は、小規模病院と大規模病院聞に医療サービスの差が大きく

(V > 0）、小規模病院の受診者が多くなる状況下において、公的な財政の負担割合がそれほど過重でー

なければ、再診料の増加に伴って社会的厚生は増加し、連携するケースよりも連携しないケースの方

が社会的厚生が大きくなる可能性が存在する、というものである。しかしながら、既に 1000兆円を

超える国の借金を抱え込んでいる中、高齢化の加速度的進行や医療技術の高度化などわが国が直面す

る現状に照らしてみると、医療費に関する公的負担が今後一層重く圧し掛かつてくるのは避けがたい

事実である。 V>Oのケースでは、結果的には小規模病院に軽度の患者を誘導することができ、厚労

省などが推奨する病院聞における機能分離にも資すると思われるが、小規模病院が再受診料T目当

てに、医療サービスの質を戦略的に引き上げるような事態は、過剰医療サービスの危険性を苧んでい

る。したがって、命題3(2)'4(2）の結果の解釈については、慎重を期す必要があるように思われる。

5 おわりに

本稿では、医療機関における患者の重複受診の問題をホテリングモデ、ルを用いて、理論的に検討し

てきた。特に、患者の医療情報の共有という観点から、医療機関の連携が連携するケースと連携しな

いケースを取り上げ、相互に比較を試みた。その結果、連携しないケースでは、連携するケースに比

べ、医療サービスが戦略的に過大あるいは過小に供給されることになり、その結果、患者数の不均ー

を通じて、消費者余剰や生産者余剰および社会的厚生に様々な影響を及ぼすことが明らかにされた。

命題4,5から、社会的厚生に及ぼす効果について、条件次第では連携しないケースの方が社会的厚

生が改善されるという、直観に反する結果を得ているが、前節でも指摘した通り、その合意に関して

は十分注意を払う必要がある。
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本稿で用いられたモデルは、非常に単純化されており、今後、改善の余地がある。そもそも本稿で

ベンチマークとした2節の連携モデルでナッシュ均衡下の医療サービスは社会的に望ましいのかに

ついては、利用したモデルの制約により論じることができない。したがって、三浦・前田（2013）の

ように、ファーストベストな医療サービスの質を導出できるような枠組みで、今後再度、重複受診の

問題を検討していきたい。
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